
危険物施設等における
災害の現況と最近の動向
危険物施設（P.83＊ 2参照）における事故は、火

災（爆発を含む。）と危険物（P.82＊ 1参照）の流

出に大別される。危険物施設の火災及び流出事故件

数は、平成6年（1994年）から増加傾向にある。

平成24年中（平成24年1月1日〜12月31日）は、

火災が198件、流出が375件で合計573件となっ

ており、前年より12件減少（東北地方太平洋沖地

震その他最大震度6弱以上の地震によるものを除く。

以下この節において同じ。）しているが、いまだ高

い水準で推移している（第1−2−1図）。

	1	 火災事故
危険物施設における平成24年中の火災事故の発

生件数は、平成元年以降火災事故が最も少なかった

平成5年（1993年）の107件と比較すると、危険

物施設数が減少しているにもかかわらず、約1.9倍

に増加している。主な発生要因については、維持管

理不十分、操作確認不十分等の人的要因によるもの

が多くを占めているが、物的要因によるものも増加

の傾向にある。

（1）　危険物施設における火災事故発生件数 
と被害

平成24年中の危険物施設における火災事故の発

生件数は198件（対前年比9件増）、損害額は2,698

百万円（対前年比1,704百万円増）、死者は4人（対

前年比3人増）、負傷者は105人（対前年比54人

増）となっている（第1−2−2図）。
また、危険物施設別の火災事故の発生件数をみる

と、一般取扱所が最も多く、次いで給油取扱所、製

造所の順となっており、これらの3施設区分の合計

で全体の92.9％を占めている（第1−2−3図）。
火災事故198件のうち107件（全体の54.0％）

は、危険物が出火原因物質となっている（第1−2
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	 第1−2−1図	 危険物施設における火災及び流出事故発生件数の推移
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（対前年比7件減）と最も多く、次いで高温表面熱

（高温の機器等の表面に危険物が接触すること）が

30件（対前年比11件増）、電気火花が22件（対前

年比12件増）となっている（第1−2−6図）。

（3）　無許可施設における火災事故

危険物施設として許可を受けるべき施設であるに

もかかわらず、許可を受けていないもの（以下「無

許可施設」という。）における平成24年中の火災事

−4図）。

（2）　危険物施設における火災事故の発生要因

平成24年中に発生した危険物施設における火災

事故の発生要因をみると、人的要因が55.6％、物

的要因が30.3％、その他の要因、不明及び調査中

を合計したものが14.1％となっている（第1−2−
5図）。
また、着火原因別にみると、静電気火花が35件

	 第1−2−2図	 危険物施設における火災事故発生件数と被害状況
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	 第1−2−3図	 危険物施設別火災事故発生件数
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	 第1−2−4図	 出火原因物質別火災事故発生件数
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故の発生件数は3件（対前年比6件減）であり、死

者は2人（対前年比2人増）、負傷者は2人（対前

年比10人減）となっている。

（4）　危険物運搬中の火災事故

平成24年中の危険物運搬中の火災事故の発生件

数は2件（前年同数）であり、死者はなく（前年同

数）、負傷者は1人（前年同数）となっている。

（5）　仮貯蔵・仮取扱い中の火災事故

仮貯蔵・仮取扱い中の火災事故は、平成24年中

は発生していない（対前年比1件減）。

	2	 流出事故
危険物施設における平成24年中の危険物の流出

事故の発生件数は、平成元年以降流出事故が最も少

	 第1−2−7図	 危険物施設における流出事故発生件数と被害状況
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	 第1−2−6図	 危険物施設における火災事故の
着火原因
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	 第1−2−5図	 危険物施設における火災事故発
生要因
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事故の発生要因をみると、人的要因が33.3％、物

的要因が56.5％、その他の要因、不明及び調査中

を合計したものが10.1％となっている（第1−2−
10図）。
発生要因別にみると、腐食疲労等劣化によるもの

が132件（対前年比6件減）と最も多く、次いで破

損によるものが43件（対前年比14件増）、操作確

認不十分によるものが34件（対前年比10件減）と

なっている（第1−2−10図）。

なかった平成6年（1994年）の174件と比較する

と、危険物施設数が減少しているにもかかわらず、

約2.2倍に増加している。主な発生要因については、

人的要因によるもの、物的要因によるものいずれも

多数発生しているが、物的要因によるもののうち、

特に腐食疲労等劣化等の経年劣化によるものが増加

している。

（1）　危険物施設における流出事故発生件数 
と被害

平成24年中の危険物施設における危険物の流出

事故の発生件数（火災に至らなかったもの）は375

件（対前年比21件減）、損害額は381百万円（対

前年比105百万円増）、死者はなく（前年同数）、

負傷者は24人（対前年比12人増）となっている

（第1−2−7図）。
また、危険物施設別の流出事故の発生件数をみる

と、一般取扱所が最も多く、次いで屋外タンク貯蔵

所、給油取扱所の順となっている（第1−2−8図）。
一方、危険物施設における流出事故発生件数のう

ち、98.7％が石油製品を中心とする第4類の危険物

の流出となっている。これを品名別にみると、第2

石油類（軽油等）が最も多く、次いで第3石油類

（重油等）、第1石油類（ガソリン等）、第4石油類

（ギヤー油等）の順となっている（第1−2−9図）。

（2）　危険物施設における流出事故の発生要因

平成24年中に発生した危険物施設における流出

	 第1−2−8図	 危険物施設別流出事故発生件数
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	 第1−2−10図	 危険物施設における流出事故発
生要因
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	 第1−2−9図	 危険物施設から流出した危険物
別件数
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（3）　無許可施設における流出事故

平成24年中の無許可施設における流出事故の発

生件数は6件（対前年比5件増）であり、死者はな

く（前年同数）、負傷者は2人（対前年比2人増）

となっている。

（4）　危険物運搬中の流出事故

平成24年中の危険物運搬中の流出事故の発生件

数は11件（対前年比1件減）であり、死者はなく

（前年同数）、負傷者は1人（対前年比6人減）と

なっている。

危険物行政の現況

	1	 危険物規制

（1）　危険物規制の体系

消防法では、①火災発生の危険性が大きい、②火

災が発生した場合にその拡大の危険性が大きい、③

火災の際の消火が困難であるなどの性状を有する物

品を「危険物」＊1として指定し、これらの危険物

について、貯蔵・取扱い及び運搬において保安上の

規制を行うことにより、火災の防止や、国民の生

命・身体及び財産を火災から保護し、又は火災によ

る被害を軽減し、もって社会福祉の増進に資するこ

ととされている。

危険物に関する規制は、昭和34年（1959年）の

消防法の一部改正及び危険物の規制に関する政令の

	 第1−2−11図	 規制の体系

貯蔵・取扱い

運搬

危険物の規制に関する政令別表第三に
掲げられている数量以上の場合

数量の多少を問わず消防法による規制

危険物の規制に関する政令別表第三に
掲げられている数量未満の場合

危険物施設として消防法による規制

市町村条例による規制

臨時的な貯蔵又は取扱いの場合には仮貯蔵又は
仮取扱いとしての消防法による規制

＊1	 危険物：消防法（第2条第7項）では、「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる
性状を有するものをいう」と定義されている。
また、それぞれの危険物の「性状」は、「消防法別表第一　備考」に類別に定義されている。

【法別表第一に掲げる危険物及びその特性】
類別 性　　質 特　　性 代表的な物質

第1類 酸化性固体 そのもの自体は燃焼しないが、他の物質を強く酸化させる性質を有する固体であり、可燃
物と混合したとき、熱、衝撃、摩擦によって分解し、極めて激しい燃焼を起こさせる。

塩素酸ナトリウム、硝酸カリウム、
硝酸アンモニウム

第2類 可燃性固体 火炎によって着火しやすい固体又は比較的低温（40℃未満）で引火しやすい固体であり、
出火しやすく、かつ、燃焼が速く消火することが困難である。

赤りん、硫黄、鉄粉、固形アルコール、
ラッカーパテ

第3類 自然発火性物質及び
禁水性物質

空気にさらされることにより自然に発火し、又は水と接触して発火し若しくは可燃性ガス
を発生する。

ナトリウム、アルキルアルミニウム、
黄りん

第4類 引火性液体 液体であって引火性を有する。 ガソリン、灯油、軽油、重油、アセトン、
メタノール

第5類 自己反応性物質 固体又は液体であって、加熱分解などにより、比較的低い温度で多量の熱を発生し、又は爆
発的に反応が進行する。

ニトログリセリン、トリニトロトルエン、
ヒドロキシルアミン

第6類 酸化性液体 そのもの自体は燃焼しない液体であるが、混在する他の可燃物の燃焼を促進する性質を有
する。 過塩素酸、過酸化水素、硝酸

区　　分 内　　容

製　造　所 危険物を製造する施設（例：化学プラント、製油所）

貯　蔵　所

屋内貯蔵所 容器入りの危険物を建築物内で貯蔵

屋外タンク貯蔵所 屋外にあるタンクで危険物を貯蔵（例：石油タンク）

屋内タンク貯蔵所 屋内にあるタンクで危険物を貯蔵

地下タンク貯蔵所 地盤面下にあるタンクで危険物を貯蔵

簡易タンク貯蔵所 600ℓ以下の小規模なタンクで危険物を貯蔵

移動タンク貯蔵所 車両に固定されたタンクで危険物を貯蔵（例：タンクローリー）

屋外貯蔵所 屋外の場所で一定の危険物を容器等で貯蔵

取　扱　所

給油取扱所 自動車等に給油する取扱所（例：ガソリンスタンド）

販売取扱所 容器に入ったまま危険物を売る販売店

移送取扱所 配管で危険物を移送する取扱所（例：パイプライン）

一般取扱所 上記3つの取扱所以外の取扱所（例：ボイラー、自家発電施設）
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イ　東日本大震災を踏まえた危険物施設の安全対策
消防庁では、東日本大震災での被害状況を踏まえ

危険物施設の安全対策について、必要な対応を行っ

ている。

平成24年5月には危険物の規制に関する規則を

改正し、予防規程への記載事項に津波対策を追加す

るとともに、危険物施設における地震・津波対策に

係る留意事項を全国の消防機関等に通知した。

また、屋外タンク貯蔵所における津波対策につい

ては、タンクの規模や津波浸水想定等に基づいた津

波被害シミュレーションを踏まえて具体的な措置を

講じる必要があることから、消防庁において当該シ

ミュレーションツールを作成し、平成24年8月か

ら消防庁ホームページにおいて提供している。

さらに、平成25年3月には「東日本大震災を踏

まえた仮貯蔵・仮取扱い等の安全確保のあり方に係

る検討報告書」を取りまとめ、これを受けて同年

10月に「震災時等における危険物の仮貯蔵・仮取

扱い等の安全対策及び手続きに係るガイドライン」

を全国の消防機関等に周知した。

危険物施設は震災時等において二次被害の発生防

止が求められることに加え、早期の燃料等の供給の

再開や避難支援等の役割も期待されていることか

ら、平成25年8月から「東日本大震災を踏まえた

危険物施設の震災等対策のあり方に関する検討会」

を開催し、危険物施設の事業者が適切かつ容易に震

災等対策（事前の計画の作成、従業員への教育・訓

練、震災発生時の事業者等の対応、発生後の被害の

確認・応急措置、臨時的な対応、復旧対応等）を実

施することができるよう、過去の被災事例や奏功事

制定により、全国統一的に実施することとされ、そ

れ以来、危険物施設＊2に対する、より安全で必要十

分な技術上の基準の整備等を内容とする関係法令の

改正等を逐次行い、安全確保の徹底を図ってきた。

なお、危険物に関する規制の概要は、下記のとお

りである（第1−2−11図）。
・指定数量（消防法で指定された、貯蔵又は取扱

いを行う場合に許可が必要となる数量）以上の

危険物は、危険物施設以外の場所で貯蔵し、又

は取り扱ってはならず、危険物施設を設置しよ

うとする者は、その位置、構造及び設備を法令

で定める基準に適合させ、市町村長等の許可を

受けなければならない。

・危険物の運搬については、その量の多少を問わ

ず、法令で定める安全確保のための基準に従っ

て行わなければならない。

・指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いなどの

基準については、市町村条例で定める。

（2）　危険物規制の最近の状況

ア　科学技術の進展等を踏まえた危険物規制の見直し
危険物等の規制に関しては、科学技術の進展、社

会経済の変化等を踏まえ、必要な見直し等を行って

いる。

最近の主な対応としては、平成24年7月に、新

たに危険性が確認された「炭酸ナトリウム過酸化水

素付加物」を消防法別表第一に掲げる第1類（酸化

性固体）の危険物の品名に追加した。

また、屋外タンク貯蔵所に関するものとしては、

屋外貯蔵タンクの側板の腐食等による危険物の流出

事故が近年においても多く発生していることから、

危険物保安技術協会において取りまとめられた「屋

外貯蔵タンクの側板の点検に係るガイドラインの作

成に関する検討報告書」を踏まえ、タンクの所有者

等が自主的に取り組むべき側板の詳細点検に係るガ

イドラインを平成25年3月に全国の消防機関等に

通知した。

さらに、平成24年11月に沖縄県で発生した浮き

屋根式屋外タンク貯蔵所における浮き屋根沈降事故

を踏まえ、浮き屋根式屋外タンク貯蔵所の保安対策

の徹底及び応急措置体制の整備について、平成25

年7月に全国の消防機関等に通知した。 東日本大震災による一般取扱所の被害状況（仙台市消防局提供）

＊2	 危険物施設：消防法で指定された数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う施設として、市町村長等の許可を受けた施設で、
P.82のとおり、製造所、貯蔵所及び取扱所の3つに区分されている。
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例から得られた教訓、震災後に普及した技術や得ら

れた知見を踏まえ、危険物施設の震災等対策のポイ

ントや留意点をまとめたガイドラインの作成につい

て、検討を行っている。

（3）　危険物施設の現況

ア　危険物施設の数
平成25年3月31日現在の危険物施設の総数（設

置許可施設数）は43万6,918施設となっている（第

1−2−1表）。
施設区分別にみると、地下タンク貯蔵所が最も多

く、次いで移動タンク貯蔵所、屋外タンク貯蔵所の

順となっており、貯蔵所が全体の約7割を占めてい

る（第1−2−12図）。
なお、石油製品を中心とする第4類の危険物を貯

蔵し、又は取り扱う危険物施設は、全体の97.8％

を占めている。

	 第1−2−12図	 危険物施設数の状況

危険物施設
総数
436,918
（100％）

屋内貯蔵所
51,245（11.7%）

製造所
5,160（1.2%）

屋外タンク
貯蔵所
65,330
（15.0%）

貯蔵所
299,142
（68.5%）

屋内タンク
貯蔵所
11,502
（2.6%）

移動タンク
貯蔵所

67,916（15.5%）

屋外貯蔵所
10,793
（2.5%）

取扱所
132,616
（30.4%）

第一種
販売取扱所
1,293（0.3%）

第二種
販売取扱所
538（0.1%）

移送取扱所
1,151（0.3%）

一般取扱所
65,041（14.9%）

簡易タンク貯蔵所
1,101（0.3%）

地下タンク
貯蔵所

91,255（20.9%）

給油
取扱所
64,593
（14.8%）

（平成25年3月31日現在）

（備考）　「危険物規制事務調査」により作成

	 第1−2−13図	 危険物施設の規模別構成比

危険物施設
総数
436,918
（100％）

5倍～ 10倍
77,290（17.7％）

10倍～ 50倍
88,529
（20.3％）

50倍～ 100倍
38,430（8.8％）

100倍～ 150倍
15,568（3.6％）

150倍～ 200倍
10,971（2.5％）

200倍～ 1,000倍
26,685（6.1％）

1,000倍を超えるもの
12,533（2.9％）

5倍以下
166,912
（38.2％）

（平成25年3月31日現在）

（備考）　1　「危険物規制事務調査」により作成
2　倍数は貯蔵最大数量又は取扱最大数量を危険物の規制に関す
る政令別表第三で定める指定数量で除して得た数値である。

	 第1−2−1表	 危険物施設数の推移
（各年3月31日現在）

年（平成）
施設

21
（A） 22 23 24

（B）
25
（C）

増減率（％）

（C/A－1）×100 （C/B－1）×100

製 造 所 5,154 5,164 5,152 5,150 5,160 0.1 0.2

貯
　
蔵
　
所

屋 内 貯 蔵 所 53,182 52,637 52,219 51,516 51,245 △3.6 △0.5

屋外タンク貯蔵所 69,756 68,606 67,470 66,294 65,330 △6.3 △1.5

屋内タンク貯蔵所 12,574 12,287 11,923 11,679 11,502 △8.5 △1.5

地下タンク貯蔵所 105,206 102,417 99,383 96,120 91,255 △13.3 △5.1

簡易タンク貯蔵所 1,204 1,170 1,141 1,114 1,101 △8.6 △1.2

移動タンク貯蔵所 72,387 70,232 68,746 68,299 67,916 △6.2 △0.6

屋 外 貯 蔵 所 11,281 11,213 11,114 10,953 10,793 △4.3 △1.5

小　　計 325,590 318,562 311,996 305,975 299,142 △8.1 △2.2

取
　
扱
　
所

給 油 取 扱 所 72,121 70,005 67,990 66,470 64,593 △10.4 △2.8

第一種販売取扱所 1,480 1,428 1,381 1,333 1,293 △12.6 △3.0

第二種販売取扱所 554 551 542 537 538 △2.9 0.2

移 送 取 扱 所 1,208 1,190 1,179 1,153 1,151 △4.7 △0.2

一 般 取 扱 所 69,882 68,785 67,589 66,659 65,041 △6.9 △2.4

小　　計 145,245 141,959 138,681 136,152 132,616 △8.7 △2.6

計 475,989 465,685 455,829 447,277 436,918 △8.2 △2.3

（備考）　1　「危険物規制事務調査」により作成
2　�東日本大震災の影響により、平成23年、平成24年の岩手県陸前高田市消防本部及び福島県双葉地方広域市町村圏組合消防本部のデータについて
は、平成22年3月31日現在の件数により集計している。
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ア　危険物取扱者試験
平成24年度中の危険物取扱者試験は、全国で

525回（対前年度比36回増）実施された。受験者

数は45万7,741人（対前年度比3,743人減）、合格

者数は19万5,728人（対前年度比3,141人減）で

平均の合格率は約42.8％（対前年度比0.3ポイント

減）となっている（第1−2−14図）。
この状況を試験の種類別にみると、受験者数で

は、乙種第4類が全体の64.1％、次いで丙種が全

体の9.0％となっており、この二種類の試験で全体

の73.1％を占めており、合格者数でも、この二種

類の試験で全体の61.1％を占めている。

なお、甲種危険物取扱者試験について、従来の受

験資格として、一定の学歴を有する者や乙種危険物

取扱者免状の交付を受けた後二年以上危険物取扱い

の実務経験を有する者としていたが、平成20年4

月1日以降、第1類（又は第6類）、第2類（又は第

4類）、第3類及び第5類の4種類以上の乙種危険物

取扱者免状の交付を受けている者の受験が可能にな

るなど、受験資格が拡大されている。

イ　危険物施設の規模別構成
平成25年3月31日現在における危険物施設総数

に占める規模別（貯蔵最大数量又は取扱最大数量に

よるもの）の施設数では、指定数量の50倍以下の

危険物施設が、全体の76.2％を占めている（第1−
2−13図）。

（4）　危険物取扱者

危険物取扱者は、すべての危険物を取り扱うこと

ができる「甲種」、取得した類の危険物を取り扱う

ことができる「乙種」及び第4類のうち指定された

危険物を取り扱うことができる「丙種」に区分され

ている。危険物施設での危険物の取扱いは、安全確

保のため、危険物取扱者が自ら行うか、その他の者

が取り扱う場合には、甲種又は乙種危険物取扱者が

立ち会わなければならないとされている。

平成25年3月31日現在、危険物取扱者制度発足

以来の危険物取扱者試験の合格者総数（累計）は

864万8,837人となっており、危険物施設における

安全確保に大きな役割を果たしている。

	 第1−2−14図	 危険物取扱者試験実施状況

26,159 18,337 17,600 19,124

293,211

19,613 22,347

390,232

41,350

457,741

8,588
（32.8%）

13,009
（70.9%）

12,145
（69.0%）

13,423
（70.2%）

98,764
（33.7%）

13,641
（69.6%）

15,243
（68.2%）

166,225
（42.6%）

20,915
（50.6%）

195,728
（42.8%）

0

100,000

200,000

300,000
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500,000

600,000

甲種 乙種1類 乙種2類 乙種3類 乙種4類 乙種5類 乙種6類 乙種合計 丙種 合計

（平成24年度）

（　）合格率（人）

（備考）　「危険物取扱者・消防設備士試験・免状統計表」（（一財）消防試験研究センター）により作成

受験者数 合格者数

	 第1−2−2表	 危険物取扱者保安講習受講者数及びその危険物取扱者免状の種類別内訳
（各年度3月31日現在）

区分
年度 受講者数 甲種

乙種
丙種 種類別

総計 講習回数
1類 2類 3類 4類 5類 6類 小計

20 170,635 12,985 6,830 7,327 5,898 149,444 7,199 8,848 185,546 24,358 222,889 1,388

21 172,973 12,746 6,963 7,467 5,935 149,966 6,931 8,747 186,009 24,231 222,986 1,399

22 173,964 13,113 7,464 8,130 6,378 148,942 7,400 9,046 187,360 24,699 225,172 1,371

23 171,378 14,361 7,545 8,474 6,728 147,876 7,698 9,430 187,751 24,458 226,570 1,390

24 156,597 12,040 7,720 8,196 6,906 142,599 7,866 9,088 182,375 23,887 218,302 1,326
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イ　保安講習
危険物施設において危険物の取扱作業に従事する

危険物取扱者は、原則として3年以内（平成24年

4月1日からは、危険物取扱者免状の交付又は保安

講習を受けた日以降における最初の4月1日から3

年以内）ごとに、都道府県知事が行う危険物の取扱

作業の保安に関する講習（保安講習）を受けなけれ

ばならないこととされている。

平成24年度中の保安講習は、全国で1,326回

（対前年度比64回減）実施され、15万6,597人（対

前年度比1万4,781人減）が受講している（第1−
2−2表）。

（5）　事業所における保安体制の整備

平成25年3月31日現在、危険物施設を所有する

事業所総数は、全国で20万3,314事業所となって

いる。

事業所における保安体制の整備を図るため、一定

数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う危険物施

設の所有者等には、危険物保安監督者の選任、危険

物施設保安員の選定（1,736事業所）、予防規程の

作成（48,062事業所）が義務付けられている。ま

た、同一事業所において一定の危険物施設を所有等

し、かつ、一定数量以上の危険物を貯蔵し、又は取

り扱うものには、自衛消防組織の設置（69事業所）、

危険物保安統括管理者の選任（240事業所）が義務

付けられている。

（6）　保安検査

一定の規模以上の屋外タンク貯蔵所及び移送取扱

所の所有者等は、その規模等に応じて一定の時期ごと

に、市町村長等が行う危険物施設の保安に関する検

査（保安検査）を受けることが義務付けられている。

平成24年度中に実施された保安検査は242件であ

り、そのうち屋外タンク貯蔵所に関するものは235

件、移送取扱所に関するものは7件となっている。

（7）　立入検査及び措置命令等

市町村長等は、危険物の貯蔵又は取扱いに伴う火

災防止のため必要があると認めるときは、危険物施

設等に対して施設の位置、構造及び設備並びに危険

物の貯蔵又は取扱いが消防法で定められた基準に適

合しているかについて立入検査を行うことができる。

平成24年度中の立入検査は20万2,042件の危険

物施設について、延べ22万7,250回行われている。

立入検査を行った結果、消防法に違反していると

認められる場合、市町村長等は、危険物施設等の所

有者等に対して、貯蔵又は取扱いに関する遵守命

令、施設の位置、構造及び設備の基準に関する措置

命令等を発することができる。

平成24年度中に市町村長等がこれらの措置命令等

を発した件数は438件となっている（第1−2−15図）。

	 第1−2−15図	 危険物施設等に関する措置命令等の件数の推移
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業所の実態に応じた安全対策や、危険物施設の経年

劣化をはじめとする事故要因への対策を講じる必要

がある。

このような状況を踏まえ、関係業界や消防機関等

により構成される「危険物等事故防止対策情報連絡

会」において策定された「危険物事故防止アクショ

ンプラン」に基づいた事故に係る調査分析等の情報

共有や、各都道府県における事故防止の取組など、

官民一体となって事故防止対策を推進していく必要

がある。

（2）　科学技術及び産業経済の進展等を 
踏まえた安全対策の推進

科学技術及び産業経済の進展に伴い、危険物行政

を取り巻く環境は常に大きく変化している。

近年では、新たな危険性物質の出現のほか、天然

ガス自動車、燃料電池自動車、電気自動車等の普及

等に伴い、危険物の流通形態の変化、危険物施設の

多様化、複雑化への対応が求められている。

このような状況に的確に対応するため、新たな危

険性物質の早期把握や、新技術の導入等に伴う危険

物施設の技術基準の見直し等を引き続き図っていく

必要がある。

（3）　屋外タンク貯蔵所の安全対策

大量の危険物を貯蔵し、又は取り扱う屋外タンク

貯蔵所において流出事故が発生した場合には、周辺

住民の安全や産業、環境等に対して多大な影響を及

ぼすおそれがあることから、その安全対策は重要な

課題である。同時に、当該タンクが有する安全性に

応じた合理的な技術基準等を設ける必要がある。

近年では、容量1万キロリットル以上の屋外タン

ク貯蔵所について、当該タンクが適合している位

置、構造及び設備の技術基準に応じた保安検査の周

期の合理化に係る検討を行っているほか、浮き蓋を

設ける場合の技術上の基準の整備を行った。

また、屋外タンク貯蔵所では、過去の地震動を踏

まえ、長周期地震動や液状化等への対策を進めてき

ており、「東日本大震災を踏まえた危険物施設等の

地震・津波対策のあり方に係る検討会」において、

屋外タンク貯蔵所の地震に対する技術基準は現時点

で妥当であるとされたが、今後新たな知見が示され

た場合には、必要性を踏まえ技術基準のあり方につ

いて検討を行うこととしている。

	2	 石油パイプラインの保安

（1）　石油パイプライン事業の保安規制

石油パイプラインのうち、一般の需要に応じて石

油の輸送事業を行うものについては、その安全を確

保するため、昭和47年（1972年）に制定された

石油パイプライン事業法により、基本計画の策定及

び事業の許可に当たって総務大臣の意見を聞かなけ

ればならない。また、総務大臣は工事計画の認可、

完成検査、保安規程の認可、立入検査等を行う。

石油パイプライン事業法の適用を受けている施設

は、現在、成田国際空港への航空燃料輸送用パイプ

ラインだけであり、それ以外のパイプラインは、消

防法において移送取扱所として規制されている。

（2）　石油パイプラインの保安の確保

石油パイプライン事業法に基づく成田国際空港へ

の航空燃料輸送用パイプラインについては、定期的

に保安検査等を実施するとともに、事業者に対して

は、保安規程を遵守し、法令に定める技術上の基準

に従って維持管理、点検等を行わせ、その安全の確

保に万全を期することとしている。

危険物行政の課題

（1）　官民一体となった事故防止対策の推進

危険物施設における火災及び流出事故の合計件数

は、平成6年（1994年）頃を境に増加傾向に転じ、

依然として高い水準で推移している（第1−2−1図）。
危険物施設における事故を防止するためには、事

東日本大震災の津波により屋外タンク貯蔵所の配管が破損し
タンク内の危険物が流出した状況（仙台市消防局提供）
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